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2023年７月
国別開発協力第二課

●外務省としては、大臣官房政策立案参事官の指導の下、行政事業レビュー推進チームとして、
事業担当課と連携の上、試行版レビューシート作成対象事業を中心に取組の改善に向けた作業
を進めた。

●特に、重点FU対象事業については、行革事務局の支援・参加を得て、推進チーム（会計課及
びEBPM担当部局である考査・政策評価室）も加わった担当課との打ち合わせを複数回に亘って
行い、取組の改善を進めた。

１ 外務省の取組

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

1



2

2023年７月
国別開発協力第二課

事業目的・概要
●外交分野における戦略的対外発信の重要性が高まる中、日本は、世界主要都市であるサンパ
ウロ、ロンドン、ロサンゼルスの３箇所に対外発信拠点である「ジャパン・ハウス」を設置。その目的は、
各拠点において日本の多様な魅力や様々な政策・取組を発信することにより、これまで必ずしも日
本に関心がなかった人々を含む幅広い層を惹きつけた上で、親日派・知日派の裾野を一層拡大さ
せること。
●2017年から18年にかけての開館後、これら３拠点では企画展示、政策広報、各種イベント等
を活発に実施。現在までの来館者は累計で約538万人（令和５年７月末時点）に上るなど、各
都市の主要文化施設・ランドマークとして定着。一方で、令和４年度の来館者数は３拠点ともコロ
ナ禍前の７割程度に止まっており、来館者数をコロナ禍以前の水準に戻すことが直近の課題の一つ。

２ 「ジャパン・ハウス」運営関連経費

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

サンパウロ 平成29年４月開館 ロンドン 平成30年６月開館 ロサンゼルス 平成30年8月開館
（平成29年12月部分開館）
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アウトプットをジャパン・ハウス事業の核となる
企画展示の実施件数とした上で、効果の発
現経路を以下のとおり整理。

試行版レビューシート時点での考え方

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

展示（広報）によって、本事業で期待される効果
の発現経路を以下のとおり整理し直した。

①初期アウトカム：日本及び施設の認知
度が向上する。
（指標：メディア掲載回数）

②最終アウトカム：来館者が増加する。
（指標：年間施設来館者数）

重要FU過程における改善

①短期アウトカム：日本及び施設の認知度が
向上する。
(指標：メディア掲載状況（件数＋代表報道）)

②中期アウトカム：来館者が増加する。
（指標：年間施設来館者数）

③長期アウトカム：長期的に、日本に対してポジ
ティブな認識を持つなどの認識や行動の変容が起
き、親日派・知日派の裾野拡大に繋がる。
（指標：来館者の認識・行動変容（定性
的））

※ただし、引き続き来館者数は最終的な事業成果を測る母数的な指標と
の位置づけ。
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●試行版レビューシートでの短期アウトカム：「ジャパン・ハウス」の企画展等に係るメディア報道件数。
ー短期アウトカムは、「ジャパン・ハウス」自体の認知度向上を示す部分が大きく、炭鉱のカナリア的な
意味を持つ指標。これが思わしくなければ、広報のあり方を見直す必要あり。

ーただし、掲載されるメディア・掲載内容等により、メディア掲載の価値は大きく異なるため、当初の量
の評価（掲載件数）のみではミスリーディングな評価を招きかねず、事業目的である長期アウトカム
（親日派・知日派の拡大）に至る効果発現経路としては必ずしも十分でない。

（改善）
●短期アウトカム：「日本及び施設の認知度が向上する。」（指標：メディア掲載状況（件数＋
代表報道）
ー質の評価に関するエビデンス（代表報道）で指標改善。
ーアウトプットの活動指標にも、展示概要説明を付けて質の面でのエビデンスを補強。

改善の具体的な内容 ①短期アウトカムに対応する指標

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～
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2023年７月
国別開発協力第二課外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組

～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

（アウトプットの補強情報 別紙１ 展示概要説明）
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2023年７月
国別開発協力第二課外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組

～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

（短期アウトカムの補強情報 別紙２ 代表的な報道の内容の添付）
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当初③（最終アウトカム）に対応する指標としていた年間施設来館者数

(改善）
中期アウトカム（来館者数を増加させる）の成果指標として設定。

改善の具体的な内容 ②中期アウトカムに対応する指標

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

（令和４年度シート）

（令和５年度シート）
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●試行版レビューシートでは、最終アウトカムには来館者数を設定。
ーこれは来館者数は、親日派・知日派の拡大という事業目的の達成を測る指標として客観的な因
果関係があり、リアルな数値として多くの人々が直感的には納得できる指標であると考えたため。
ー他方、来館者数では活動を通じた変化を捕捉できず親日派・知日派が「拡大」したことの直接的
なエビデンスとはなりがたい。親日派・知日派を定量的に測定できる定義がなく、来館者の認識変
容・行動変容は個々の来館者により大きく異なるので、定量的なアウトカムの設定に苦慮。

（改善）
●長期アウトカム：定量にこだわるのではなく、「来館者の認識変容・行動変容」を定性的に設定。
ージャパン・ハウス来館者の認識変容・行動変容を探るアンケートを本年３月に導入し、同調査によ
り来館者の認識や行動の変容の状況を捉えることで、目指す効果の実現状況を把握し、事業改
善のきっかけとすることができる。
ー同調査の内容や手法が妥当かどうかの検証をした上で、具体的な成果指標の在り方への反映に
ついて検討していく。なお、来館者数は引き続き最終的な事業成果を測る上での母数的な指標と
しての重要性を持つ。

改善の具体的な内容 ③長期アウトカムに対応する指標

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～
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●外交分野の施策や事業の特徴
（１）国際情勢の変化や各国の動向等の外部要因に大きく左右される。
（２）各国との友好関係増進や外交的働きかけ、情報収集など政策効果の定量的把握が容易

でない。
→効果を測定できる適切な指標設定の難しさが存在。

●アウトカム（特に長期的アウトカム）については、当省の事業のほとんどは終了年度が定まって
おらず、定量的な設定が困難。
→定量的なものが設定できない場合は定性的記述ができるが、記入のためのスペースは限定的。

●当省の事業はプログラムやパッケージ的な事業が多く活動内容が多種多様。また、対象国・地
域も広範。
→事業の活動実績を適正に反映させるためには相当数の活動指標を設ける必要があるなど、活動
からその後の短期・中期・長期アウトカムへの流れも単線的な対応でなく、現状の様式はその点で
柔軟な 対応が難しい。

３ 外務省として抱える課題

外務省における行政事業レビューを通じたEBPM推進の取組
～「ジャパン・ハウス」運営関連費を切り口として～

当省として、今後とも外交施策の特性に応じたＥＢＰＭ実践の在り方について考察を深めるととも
に、ＥＢＰＭの考え方の省内での浸透・定着を図っていきたい。
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